
　
JICA議員連盟の提言

　政治家（国会議員）の現下の国
際情勢を背景にした新たな国際協
力政策を、二つの自民党議員グル
ープが提言している。今回はそれ
を追跡しながら、政治家の今日的
な世界観を探求してみたい。
　提言の背景には、言うまでもな
くロシアのウクライナへの無謀な
侵略と、新型コロナウイルスの世
界的被害が大きな影を落としてい
る。そうした背景の中で国際協力
に関する議論が政治性を高め、か
つての“東西対決”を彷彿とさせ
る時代にカムバックしているよう
な状況を醸し出している。ある意
味、政府開発援助（ODA）の源
流である「南北問題」が忘れられ
ているような感じを深めている。
　一つ目の提言は、４月の国際協
力機構（JICA）議員連盟による
「経済財政運営と改革の基本方針
2022」である。この議員連盟は、
日本の国際協力、特にJICA海外
協力隊を支援する国会議員グルー
プの提言だ。もう一つは、自民党

政務調査会による国際協力調査会
提言（第１次）である。
　とにかく、政治的な危機感は
高まっている。ロシアのウクラ
イナ侵略と同じようなことが、
今後のアジアでも発生する可能
性がないとは言えない。たとえ
ば、中国が一方的な現状変更を
推し進めることもあり得ると言
う。そうした想定が成り立つと
したら、故安倍晋三首相の提唱
した「自由で開かれたインド太
平洋」構想は、歴史的な戦略的
価値を有することになる。提言
では、そうした視点を踏まえて、
日本のODAを戦略的に重視して
活用すべきだとしている。
　しかし、日本のODAは、対国
民総所得（GNI）比で0.34％
（2021年実績）で、国際目標
（0.7％）の半分以下にとどまる。
ドイツ（0.74％）、英国（0.5
％）、フランス（0.52％）と比
べてみると、その差の大きいこと
が歴然としている。日本は2023
年にG7議長国として国際社会で
の議論をリードしていくために

も、今後10年間で、ODA対GNI
比を0.7％に引き上げる、つまり
2021年のGNIを前提とした場合、
2021年のODA実績である約１
兆9,300億円を約３兆9,400億円
にまで増額するといった目標を
掲げて、追加的な財政上の手当
てを行うことでODAを拡充し、
ODA対GNI比を段階的に国際目
標に近づける必要があるとして
いる。

インド太平洋構想とODA

　そして、「経済財政運営と改革
の基本方針2022」に、次のよう
な項目を盛り込むよう政府に強く
求めるとしている。
 （１）ロシアによるウクライナ侵
略を受けた国際秩序の維持のため
の国際協力。つまりウクライナの
国家基盤を支える協力、難民・避
難民への支援、周辺国への支援、
そしてウクライナの将来へ向けて
の復旧・復興支援などである。さ
らに、米中対立やウクライナ情勢
に端を発した途上国経済、特にア
フリカ、中南米、島嶼国などへの

対策として、ODAを通じた財政、
エネルギー、食糧などへの支援、
さらに紛争起因の災害時における
JICAを含む人的な緊急支援の在
り方について調査検討を実施する
こと。
 （２）「自由で開かれたインド太
平洋」構想の実現に向けた取り組
みを進める。それはODAの戦略
的活用を通じた自由・民主主義、
法の支配などの普遍的価値を共有
する国々との連携や結束の強化で
ある。つまり、ODAを通じた質
の高いインフラ整備などによる
陸・海・空の戦略的な連結性の強
化、信頼関係に基づくサプライチ
ェーンの構築、法執行等の海上保
安能力の向上へ向けた支援、サイ
バー空間の安全保障、金融システ
ムの強化に資する支援など。
 （３）新たな領域・技術分野で
のODAの一層の活用と、日本の
技術力向上への貢献。まず第１に、
途上国の共創パートナーとして、
デジタル科学技術、気候変動など
に関する協力を強化することによ
り、途上国の開発と日本の技術力
向上につなげる。第２に、中小企
業やスタートアップを含むわが国
の民間企業の技術を官民連携によ
り海外展開し、国内経済の活性化
にもつなげる。第３に新たな領
域・技術分野におけるJICAおよ
び外務省の専門人材活用と体制の
拡充を図る。さらに、途上国や国
際機関への戦略的な人材の送り込
みを図る。

人間の安全保障

 （４）新型コロナウイルスを含む

感染症対策支援お
よびグローバル・
ヘルス分野におけ
る貢献。途上国に
おける変異種を含
む新型コロナ対策
およびパンデミッ
クを含む公衆衛生
危機への予防など
対応能力の強化。
さらに、より強靭
にして公平で持
続可能なユニバ
ーサル・ヘルス・カバレッジ
（UHC）のさらなる推進。
 （５）パンデミック後の創造的
復興へ。パンデミックで甚大な影
響を受けた途上国の経済、脆弱層
の創造的復興に向けた「質の高い
成長」および「人間の安全保障」
の推進。また、コロナ禍で遅れが
見られる持続可能な開発目標
（SDGs）達成へ向けた取り組み
の加速化。さらに、第８回アフリ
カ開発会議（TICAD８）を含む
TICADプロセスを通じたアフリ
カの持続的な成長への貢献。
 （６）わが国の地域社会における
国際化の推進。少子高齢化によっ
て日本の労働人口は減少している。
途上国における来日前・帰国後の
能力開発を含む外国人人材の受け
入れ支援そして共生社会実現への
支援。
　以上が、JICA議員連盟の提言
である。そしてその後、自民党政
務調査会により国際協力調査会提
言（第１次）が、「転換期にあっ
て、健全な国際社会の発展と国益
を守るための新しい日本の国際協

力に向けて」と題して公表されて
いる。提言内容は、JICA議員連
盟と重なる所も多いが、プライオ
リティーの置き方が少し違う。取
り組む分野の置き方として、たと
えば「国際社会におけるわが国の
貢献とリーダーシップによる国際
保健」が取り上げられ、日本とし
ての国際保健分野の外交戦略の具
体化が求められている。
　とにかく、政治家がODA、国
際協力について、国益という観点
からどう向き合うべきかが鮮明に
なった。問題は、日本の外交問題
としてODAの外交的な有効性を
国会で議論する機会が少ないこと
である。米国では議会でODA予
算を承認する時に、政策的有効性
を含めて討議されている。ヨーロ
ッパ各国も同じである。日本では
予算委員会でもODAの有効性が
議論されることが少ない。筆者の
記憶では悪い例としてフィリピン
での「マルコス・スキャンダル国
会」しか思い当たらない。その意
味で、JICA議員連盟による国会
活動が期待されるところである。

自民党の国際協力政策への提言
ロシアのウクライナ侵攻が大きな衝撃に
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特集

多世代共生の社会へ
途上国で進む高齢化と新たな発想

 高齢化は今や先進国だけの問題でなく、アジアや南米各国などの発展途上国・新興国でも急速に
進む。各国ではそれぞれの実情を踏まえながら高齢化対策に取り組んでいる。日本は高齢社会のト
ップランナーとして、さまざまな取り組みを進めてきたが、その知見をどのように国際協力に生かし
ていくべきなのか。東南アジアの中でもいち早く高齢化への課題に着手してきたタイの現場や有
識者の意見を基に、高齢者も誰もが生きやすい社会を作るためへの高齢化対策について考える。
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1．高齢化先進国・日本の協力
              “地域で支える”制度に途上国も注目　
     国立社会保障・人口問題研究所　林 玲子氏
     ジャーナリスト　迫田 朋子氏
     JICA　佐藤 里衣氏
     JICA　中村 信太郎氏

2．タイ 現地より
     地域の幸せを追求
     期待される自治体・NGOのさらなる活躍
     ＜INTERVIEW＞
     （一社）野毛坂グローカル　代表／シニアコンサルタント　奥井 利幸氏
     高齢者発展財団（FOPDEV）
     ジャネビット氏／ウサ氏／チャンユス氏

3．協力の展望
     アジア社会の特性を配慮した“共創”の視点が不可欠
     高齢化に取り組む企業・団体紹介
     MATSUNAGA（THAILAND）CO., LTD.／
     Future Care Lab in Japan／佐久市

自治体の高齢者デイケアセンターで働く市民ボランティア
＝タイ、パトムタニ県ブンイトー市、奥井利幸氏提供
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多世代共生の社会へ～途上国で進む高齢化と新たな発想

“タイムマシーン”日本

迫田：高齢化は世界全体で進んで
いる。その現状とは。
　林：世界的規模での高齢化と、
それによる諸問題を意味する「グ
ローバル・エイジング」が言われ
出したのはこの10年ほどだ。特
にアジアや中南米各国における進
展は著しい。アフリカでは現在、
若者の比率が高い。しかし、20
年後には、高齢者の人数は２倍に
なる。医療、介護もその人数に対

応する必要がある。第７回アフリ
カ開発会議（TICAD７）で、初
めて「アフリカにおける高齢化」
のサイドイベントが開催された。
　世界的に関心が高まっている一
方 、 経 済 協 力 開 発 機 構
（OECD）諸国などによる高齢
化対策への支援はまだ活発化して
いるとは言えない。国際NGOの
ヘルプエイジインターナショナル、
国連開発計画（UNDP）や世界
保健機関（WHO）、東南アジア
諸国連合（ASEAN）の東アジ

ア・アセアン経済研究センター
（ERIA）などが世界や地域の高
齢化の対策に取り組んでいるが、
世界的にみると主流ではない。日
本が各国の高齢化対策に注力して
きたのは特殊だ。
迫田：日 本 は 政 府 開 発 援 助
（ODA）を通じてどのような協
力を展開しているのか。
中村：“高齢化先進国”の知見を
生かして、JICAは高齢化に対応
するための制度を、対象国の行政
機関などと協力して導入したり、

日本研修を実施したりしている。
　日本はアジアなどの国々にとっ
て“タイムマシーン”になり得る。
急速な高齢化を経験した日本を見
ることで、同様に高齢化が短時間
で進んでいる対象の国々に、将来、
彼らが直面するかもしれない課題
を具体的にイメージしてもらうこ
とができるからだ。さらに、日本
がこれまで取り組んできた政策、
たとえば介護保険の迅速な導入の
過程など、参考になるだろう。
佐藤：JICAにとって高齢化を意
識することは、今後全ての事業を
展開する上で重要となる。インフ
ラ・都市開発、教育、産業政策な
ど、どの分野の協力も対象国・地
域の人口動態を踏まえて計画・実
施される必要があるからだ。高齢
社会対策自体もマルチセクターな
アプローチが求められる。そのた
め、JICAは部署横断的な「高齢
社会対策ネットワーク」を立ち上

げた。JICA全体で高齢化対策へ
の協力を強化していく構えだ。

タイで“地域ベース”協力を展開

迫田：日本は2025年を目標に市
町村や都道府県などが中心となり
介護保険制度と医療保険制度の両
分野から、高齢者を地域で支える
「地域包括ケア」に取り組んでい
る。この、地域と一体となって高
齢者を支えるというアプローチに
基づいてJICAはタイで協力を展
開している。
佐藤：３つの「TOP」プロジェ
クトだ。2007～11年の「コミュ
ニティにおける高齢者向け保健医
療・福祉サービスの統合型モデル
形成プロジェクト」（CTOP）、
2013～17年の「要援護高齢者等
のための介護サービス開発プロジ
ェクト」（LTOP）、そして
2017～22年の「高齢者のための
地域包括ケアサービス開発プロジ

ェクト（S-TOP）だ。TOPとは、
Thai Older Personsの略語であ
る。
　最初に始まったCTOPのCは、
CommunityのC。まさに地域で
の保健医療と社会福祉の連携がテ
ーマだった。これまで分断され、
連携が十分に取れていなかった双
方の関係者と共に地域の高齢者を
いかに支えるかを考えた。
　次のLTOPのLは、Long Term 
CareのL。地域の高齢者全体を対
象としたCTOPとは異なり、要
介護者に焦点を絞った。日本で展
開されている高齢者や障害者に合
わせたサービスを提供する「ケア
マネジメント」の技術を取り入れ
たサービス提供モデルを作り、必
要な人材やコストを分析した。
 そして３つめのS-TOPのSは
SeamlessのSだ。タイでは脳卒中
を発症する高齢者が多い。ところ
が、病院での手術で一命を取り留

“地域で支える”制度に
途上国も注目
「誰一人取り残さない社会」共創のきっかけに
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高齢化先進国・日本は、開発途上国で進む高齢化にどう貢献できるか。世界の高齢化事情
に精通する国立社会保健・人口問題研究所の林玲子副所長、ジャーナリストの迫田朋子氏、
そして国際協力機構（JICA）の佐藤理恵氏と中村信太朗氏が、現地のニーズやこれまでの
協力事業を振り返りながら、今後の展望を語る。
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国立社会保障・
人口問題研究所 副所長
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JICA 人間開発部 保健第二グループ 
保健第四チーム 課長
佐藤 里衣氏
JICA 国際協力専門員（社会保障）　
中村 信太郎氏

1 高齢化先進国・日本の協力

国立社会保障・人口問題研究所 副所長 林 玲子氏 ジャーナリスト 迫田 朋子氏 JICA 人間開発部保健第二グループ 保健第四チーム　課長 佐藤 里衣氏
2020年より現職。国内・国際人口移動、人口と開発、健康と長寿、人口移動等
に関わる研究を行っている。特に現在は厚労科研「日中韓における少子高齢化
の実態と対応に関する研究」の研究代表者を務め、アジアにおける健康で活動
的な高齢化指数、ユニバーサルヘルスカバレッジに関する研究に取り組んでいる

東京大学医学部保健学科卒。1980年にNHK入局しアナウンサー、解説委員、
エグゼクティブディレクターを務める。定年退職後はインターネット放送局「ビデオ
ニュース・ドットコム」などで発信を続ける。専門は医療、介護、福祉、市民活動。高
齢化の課題に対しブータンやミャンマーなどのアジア諸国の現場を取材

2005年JICA入構。タイ事務所駐在、人事部等を経て、人間開発部社会保障チ
ームにて、介護、年金、労働分野の案件を担当。その後厚生労働省に出向し、介
護や認知症に関する業務に従事。2020年より現所属部署にてアジア地域の保
健医療協力の企画・運営及び高齢社会対策分野の活動推進を担当

JICA 国際協力専門員（社会保障） 中村 信太郎氏
東京大卒、米コロンビア大学大学院修了（経営学修士）。1987年厚生省入省。障
害保健福祉、地域福祉、京都府での高齢化対策、ラオス、シリアでの労働社会福
祉政策アドバイザー業務等を経て、2010年JICA入構。タイ、インドネシアをはじめと
する国 と々の社会保障、高齢化分野のプロジェクト、研修等の企画、実施に従事
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